第２回差別解消部会における委員の意見等
Ⅰ　障がいを理由とした差別と思われる事例について

[「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」の区別]
○　「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」について、区別の基準がはっきりしない。

○　「不当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供の禁止」は、両方とも差別だが、前者は正当な理由があるときとは何か、後者は過度な負担とは何かが問題となるということ。

　視覚障がい者に対し、「会議の資料（墨字版）を配ってくれなかった」ことは「不当な差別的取扱い」に当たる。墨字版だけでは意味をなさないため「点字版を配っていない」ことは合理的配慮の不提供の問題となる。

　　何が差別に当たるのかという物差しとなるガイドラインを検討するなら、どのような場合に正当な理由がないと言えるのか、合理的配慮については、どのような場合に過度な負担になると言えるのかというように分けて議論する必要がある。

[「不当な差別的取扱い」を考える視点]

○　不当な差別的取扱いは、４つの分類ができるのではないか。

　　①　タクシーの乗車拒否のように、理由なしに障がい者だからということだけで判断していないか。

②　理由に合理性があるかどうか。車いす使用者の鉄道乗車に対応できないことや、飛行機に乗るとき診断書を求められることに合理性があるのかどうか、判断する基準が必要。

　　③　他の人との比較で均衡が取れているか。介助者には説明するが障がい者本人には説明しないというのは均衡が取れていない。これは差別になると思う。

　　④　障がいがあることへの悪意がないか。無視するとか、どなるとか、こういうものは明確に差別的取扱いに該当すると思う。

○　他の分野で差別に関するガイドラインを探してみると、男女雇用機会均等法で、性別による差別の禁止についての指針があり、募集、採用、配置、定年などの場面ごとに、対象者や、条件の面で、男女に差をつけることが差別として整理されているので参考にすべき。

　また、国の差別禁止部会で議論された「直接差別」「間接差別」「関連差別」という分類も考えられないか。

[合理的配慮の不提供を考える視点]

○　差別の概念は、法的にいうと、障がいの有無に関わらず同一処遇をしないことであったが、障害者権利条約や障害者基本法第４条において、別の処遇をしないこと、合理的配慮をしないことは差別に当たることになったことを、あらためて強調したい。

○　障がいのある人に対して障がいのない人と同じ取扱いをしないことが差別と考えられてきたが、同じ取扱いをしても、結果において、差別的取扱いになる場合もあり、少しの異なる取扱いを合理的配慮として求めていきましょうということが今回の障害者差別解消法の特徴と言える。

○　合理的配慮について、「負担になり過ぎない範囲で」というところが理解しにくい。

　　お金が使える範囲で配慮すればよいということとなるのか。それなら、お金のない事業所はいつまでも合理的配慮が出来ないということとなる。その辺りの整理が必要。

○　過度の負担については、大きな企業なら負担可能な配慮でも、小さな中小企業や零細企業で配慮を求めることは過度の負担になるケースがあると思う。また、一般に普及していない専門的な技術を求める配慮は過度な負担に該当することも考えられる。

○　合理的配慮について、何がどこまで配慮として必要かについては、平成24年７月に文部科学省が出した「インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」において、学校における合理的配慮の観点について、具体例が示されているので、参考にすべき。

○　障がい種別によって配慮の内容も異なってくるので、どのようなことが必要というように一律な形でまとめるのは難しい。

[事例に対する意見（「正当な理由」等）]

○　車いす使用者の鉄道乗車に関する事例について、駅の規模や駅員数、運行間隔、降車駅の状況等によっては、駅側で対応できない場合もある。

　　「乗りたい電車に乗れずに遅刻した」とあるが、事前に相談いただければ円滑に対応できる可能性もある。

○　車いす使用者が「タクシー」の乗車を拒否された事例について、一般的には乗車拒否をしてはならないが、正当な理由がある場合はこの限りではないとされている。

車いすが折りたためてトランクに入るのかどうかや、車内への移乗に介助が要るかどうかによっても対応は変わってくる。介助には相当な訓練が要るので素人には難しい。また、車内を著しく汚すおそれがあるときや、行先が遠方のときには、乗車拒否をすることもある。

　正当な利用がない車いす利用者の乗車拒否については、不当な差別的取扱いに該当するといえるのではないか。

○　オムツをしているためプールへの入水を断られたという事例については、昨今の安全・衛生という観点からは、障がいの有無の問題ではなく、不当な差別的取扱いには当たらないと思う。ただし、「障がい者専用プールへ行ってください」というところは問題がないとはいえないのではないか。

○　事業者として、他のお客様との兼ね合いで、ふるまいが不適切になることもあるのではないか。

　　安全性の観点で、事業者側としては事故がおきると責任を問われるので、安全性が確保できないときはサービス提供が難しいこともある。

○　料理教室に係る事例については、無料体験を受けさせないことは差別ではないかと思うが、安全の確保が必要な場合や、一つのテーブルで複数人が共同で作業する場合などは、本人の意思を確認しながらお断りするケースもありうる。

　　事業者としては、このような取扱いに対して、障がいのある方にどの程度までご理解いただけるのかに関心がある。

○　流通の分野では、車いす利用者の入店拒否や、盲導犬の入店拒否があると思う。また、「合理的配慮」では、小さいスーパーだと通路が狭くて車いすが通れないといった施設の問題もあると思う。

○　スーパーのレジで障がい者本人でなくヘルパーにしか話さないのは、状況にもよるが、お客がたくさん並んでいたとしたら、スムーズな精算のためにヘルパーに話すということがあったのかもしれない。従業員には、ベテランだけでなく高校生のアルバイトもおり、教育が行き届かず不手際があったということも考えられる。

○　電車の切符を買うとき、タッチパネル式だと視覚障がい者はどこを押せばよいのかわからない。聴覚障がい者の場合、事故で電車が止まったとき、放送が聞こえないので情報が分からない。

○　精神障がいを理由とする入居差別はよく聞く話で、不当な差別的取扱いだと思う。

○　緊急対応が電話のみとなっていて家を借りる契約が出来なかったというのは、電話できないことを理由に排除しているから「不当な差別的取扱い」ではないか。

○　「てんかんのレッテルをはられた」というのは、「その他」となっているが、直接差別に近いものと思う。
[事例に対する意見（「事業者による取組み等」）]

○　「アナウンスが聞こえない」「社会見学に行っても手話がない」という事例があるが、当社では、ショールームの見学のときに完全に手話通訳を用意できているかというと必ずしもそうではない。物理的配慮はかなり出来ていると思うが、こうしたサービス面では出来ていないところがたくさんある。

○　障がい種別もいろいろあり、事業者がすべてに万全に対応できるかというと難しいと思っており、そこをサポートする国・府の制度があれば心強い。

○　事業者側ですべて万全に対応することを法は求めているのではなく、通常、社会的に想定されている障がいについて、配慮が必要と繰り返し言われていることが少しの工夫で出来るのであれば、それをしないことが差別的取扱いに当たるということだと思う。

○　職場の朝礼で手話通訳がないという事例については、手話通訳者を採用するには人件費がかかるので、殆どの企業では筆談で対応する。これは合理的配慮が足らないということだと思うが、手話通訳をつけたくても予算的な難しさがあるので当面筆談でお願いしたいというのが現状だと思う。

○　コミュニケーションや情報のやりとりに配慮が望まれる事例で、（契約するのは視覚障がい者なのに）見える人にしか説明しない、ヘルパーとしか話をしないという事例があるが、これをクリアするには、従業員教育でどのように浸透させるかということだと思う。

　　差別する気はないのだが、どうしても反応が早い方に話してしまう傾向がある。こういうことが「差別」になっているということを従業員にどう伝えていくか、従業員教育の重要性を感じている。

○　従業員教育については、アメリカでADA法（アメリカ障がい者法）が出来たとき、障がい者を講師に呼んで、どういう対応をされると不愉快なのかを理解する研修が行われ、会社として接遇・態度が不適切と評価されないような対応をしていた。今後、日本でも、従業員への教育が重要となってくるだろう。

[その他]

○　合理的配慮や不当な差別的取扱いが何なのか分からない人がいたり、差別を受けても差別と感じない人もいることがガイドラインを検討していく上で難しいところ。

○　事例募集について、自分は差別されていないので書くことがないという意見があり、差別かどうか、障がい者自身がわかっていないことがあると痛感。「これは差別ですよ」と啓発することが重要ということも何らかのかたちで明確にすべき。

○　精神障がい者に運賃割引がないことが「その他」に入っているが、社会がなすべき「合理的配慮」の欠如ではないかと思う。

　（部会長）

　　⇒　制度で、障がい者間の取扱いが違う、制度が不十分なので社会参加の機会が確保されないという問題は、機会不平等ということだが、ここでは「その他」に位置づけさせていただきたい。
○　視覚障がい者がよく使うガイドヘルパー制度のサービス事業所について、点字や音声で利用者に契約内容を伝えるよう努めることとするとされているが、私の知っている限り、こうした配慮をしている事業所はない。
「合理的配慮の不提供の禁止」については、民間事業者は努力義務であって義務ではないので、議論の対象ではないということか。

　（部会長）
　⇒　個別の契約において、契約上の重要事項を音声や点字で示してほしいということに対し、それを提供しないことは合理的配慮の不提供になりうる。ただし、制度上は努力義務になっていることを法律で義務化してほしいということは、ここでの議論ではないと理解。

Ⅱ　府における相談事業等について
[相談、紛争の防止・解決の体制]

○　法施行に向けて、どういった相談体制を構築するか。障がい者自立支援協議会等で対応しているので別の体制は不要という意見もあるが、すべての協議会で差別解消の機能が担えるのか、また、既存の相談機関を活用すれば十分なのかの検証を踏まえた議論が必要。

○　府にあっせん、調停の制度を設けて、そちらにつなげるのか、あるいは、ガイドラインはあくまで啓発のものであって地域社会全体で考えていきましょうということに留めるのか、この部会で考えていくべき。

[相談、紛争の防止・解決におけるガイドラインの機能]

○　ガイドラインにおいて、正当な理由の内容や合理的配慮に関してどういった対応が考えられるかについて、視点や考慮事項が具体的に示されることによって、相談事業においてそれを踏まえて相談への対応は出来るようになるのではないか。また、相談に至る前に、当事者間において、障がい当事者が直接、事業者に対して「このようにしてほしい」と言える材料にもなりうる。

○　ガイドラインを府が出したとして、市町村の相談窓口に相談があったときは、府のガイドラインに沿って、市町村がこれは差別に当たるかもしれない等の対応をして、啓発活動してもらうことが第一。ただ、啓発することは出来るが、市町村において判定機能がないところをどう考えるか。また、ガイドラインに基づくと明らかに不適切な対応だとなった場合に、市町村がどのような行動を住民に求めるのか。

[その他]

○　相談は重要と認識しているが、相談所の職員が、「差別」や「人権」という言葉は知っていても、実際にどういうことが差別か、何が合理的配慮の不提供かを理解できておらず、適切に対応してもらえない。適切な助言を得られるためにも、啓発、職員教育をしっかりしないと、相談所が本来の相談機能を果たせないと思う。

○　無人の駅が増えていることについてであるが、これは企業側のやり方、人件費等の問題などいろいろあると思うが、こういうことが各電鉄会社で増えていくのではないかと心配している。国交省の会議でもこの旨申し入れをしたが、国交省としてもそこまでは事業者に対して立入りできないとのことだった。障がい当事者が鉄道を利用するということを理解してほしい。
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